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身体障害者福祉法の制定過程

そ の2

矢 嶋 里 絵

〔要 約 〕

その1(東 京都 立 大 学人 文学 部 人 文 学 報281号)で は 、1949年 身 体 障 害 者 福

祉 法(昭 和24年12月26日 法 律 第283号 、以 下 「49年 法 」 とい う)が 制 定 さ

れ る に至 った経 緯 につ い て述 べた。 これ につづ き本 稿で は、論 点を検 討 す るこ

とによ り49年 法 の特 徴 お よ び 問題 点 を 明 らか にす る。

〔キ ー ワ ー ド〕
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ン
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449年 法 の論 点

本法案 が身体 障害者 福祉法制定推進委員 会で討議 された際 に、問題 とな った

点及びその結論 は、表1に 整 理 した とお りで あ る。 これ をふ まえて本章 では、49

年 法 の特 徴 を理 解 す る上 で特 に重 要 と思 われ る点す なわち、(1)法 の 目的、(2)

身体 障害 者 の範 囲、(3)国 家責 任 、(4)ア メ リカ法 との関 連 、(5)施 策 の一 貫 性 、

(6)制 定 に よ る変 化 を論 点 と して と りあげ、検討 を加 えた い。

表1身 体障害者福祉法制定推進委員会における問題点と結論

①保護法とするか更生法とするか。
→更生法を基本的性格とし、その更生に必要な限度において特別な保護を行う。

②対象を如何にとるか。
→視力障害、聴力障害、言語機能の障害、肢体不自由(肢 切断を含む)、中枢神経機能障害

の5種 にとどめ、結核、精神障害 については、法の施行状況をみて将来逐次包含する。

③対象の年齢的限界を如何にするか。
→18歳 未満の者 に対 しては児童福祉法 との競合を避けてこれを除外 し、高年齢者で障害

を有する者については画一的に限定せず必要に応 じて対象とする。

④職業補導行政、医療行政との統一調整を如何にするか。
一→現行の職業補導行政、医療行政に原則として変革を加えず、協力関係を密接ならしめ

る 。

⑤行政体系を如何にするか。
…・主として都道府県知事に対する国の機関委任事務の形式をとり、実際の行政は殆ど都道

府県 中心 とす る。

⑥生活困窮障害者に対する生活費支給について生活保護法との関係。
→生活に困窮する身体障害者については、従来どおり生活保護法に基づき生活費を支給す

る 。

⑦更生の究極目的である職場開拓を如何にするか。
→一般の職業安定行政の範囲内において可能な限 りの協力を得る。

⑧更生資金の給貸与問題。
→本法には規定せず、主として国民金融公庫委託で運営されている生業資金貸出制度等の

利用を考慮する。

⑨施設を如何に定めるか。
→各種の収容、訓練施設及び義肢等製作施設等を中心とし、重度の障害者を永久的に収容

す る施 設や住居 提供 的な施 設 は含 まない')。

⑩私的社会事業との関連を如何にするか。
→具体的規定をおかず、当分の間、一定種類の施設についてのみ届出制をとり指導監督を

行 う。

(松 本[1951-a,1954]よ り作 成)
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(1)法 の 目 的

第1条 が 「この法 律 は 、身 体 障害 者 の甦 を援助 し、その甦 のために必要な

保護 を行 い、 もつて身 体障害者 の幅阯 を図 るこ とを 目的 とす る」(下 線 、筆 者)

と定 め た こ と、ま た、表1の ① か ら明 らか な よ うに 、本 法 は身体 に障害 を有す る

人 々の 「更生」を 目的 とす る。 「労働年令 にあ り乍 ら一定 の障害のたあ に十 分そ

の労働能力 を発 揮す る ことので きない者 に、必要 な…物 品 を交付 した り必 要な

訓 練指導等 を與 え た り して、一般 人 に較べ てその鋏損部 分 の補充 を行 う程度 に

止 め2)」 る とい う認 識 の 下 に、障 害 に よ る職業能力の損傷 を補 い障害者 の 自力に

よる更生を援 護 す ることを原則 と し、保護 は更生 に必 要な限 りで行 われ るもの

と した。

なお、1960(昭 和35)年 に制 定 され た精 神薄 弱者 福 祉 法(昭 和35年3月31

日法 律 第37号)は 、 「この法 律 は、精 神 薄 弱 者 に対 し、 その更生 を援助 す る と

と もに必要な保護を行 ない、 もつ て精神薄弱者 の福祉 を図 ることを 目的 とす る」

(第1条)と 定 めて い る。 「更 生 の 可能 な者 に対 して は更生 に必要な援助 を行 な う

と共 に重度 の精神薄弱者 の如 く更生 の期待 で きな い者 に対 して は必要 な保 護 を

行 な う等更生 の援助 と保護 を併列 的 に行 うべ き3)」(下 線 、 筆 者)と して い る点

で 、身 体 障害 者 福 祉 法 とは異 なる。

1)ま ず 、法 の 目的 にか ん す る 国会 で の審 議状況 をみてみ よう。

た とえば、1949(昭 和24)年11月25日 の厚 生 委 員 会 合 同審 査 会 で 、 岡 良一

衆議 院議 員(日 本 社 会 党)が 次 の発 言 を して い る。

身体障害者の幅祉法案というには非常に物足 らない感 じがいたすのであります。

・この法案自体が本当に自立 し得る可能性のある者を対象として、彼 らに対 し

て、或いは職業を與える、その他の措置を講 じて自活の能力を助長 しようと、こ

ういうところにこの法案が概ね重点を置いておるようでありまして、ところが身

体障害者の場合には、やはりこの障害者であるために、極めて精神的にも又文化

的にも恵まれていない、そういう精神的な、或いは文化的な方面に対するこの保

護を も全うすることによって幅祉という文字をそのままにいろいろな政策の上を

通 じて本当にこの幅祉になると、こういうような建前の下にあるべきが本当だと
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思うのですが、どうもこの法案を通 じて見て、そういう点で物足らない感 じがい

たして仕方がないのであります。

これ に対 して見解 を求め られ た黒木利克社会 局更生課長 は、

・・理想としては…国の責任において傷疲者の保護更生は一元的に、一貫的にやる

のだという体制を取りたいのでありまするけれども、現在の各省の権限の関係か

ら先程申しましたより(マ マ)な 程度 しか各省 との折合が付かなかった

ため に、本法 の カバ ーす る分野 を限定 した と答弁 してい る。

また、伊藤憲一 衆議院議員(日 本 共 産 党)は 、 「す べ て身体 障 害 者 は 、 自 ら進

んで その障害 を克 服 し、す みやかに社会経 済活動 に参與 す ることがで きるよ う

に努 めなければな らない」 とす る第2条(更 生 へ の努 力)に つ いて 、

これは軍なる御説教です。実際身体障害者のために国の支出、つまり金を出すよ

うなことをしないで、法律で以て御説教するなんて馬鹿気た話はないと思う。

と、経 済的裏 づ けの無 いま まに一方 的 に障害者 に対 して努力 義務 を課 す こ とに

疑 問 を呈 してい る。

これ につ いて黒木 は、

・・身体障害者の00な る保護、或 いは軍に身体障害者の経済的問題を解決して上げ

るというのではなくして、身体障害者の中に持 った力を発見 し、或いはその能力

を十分に発揮せしめるように協力する、援助するということを建前にしておりま

すので、こういう規定を置いたのでございます。

と説 明 して い る。

さ らに同年]_1月28日 の 衆 議 院 厚 生 委 員会 で も、 前 出 の岡議員 は、

・・幅祉という以上は、いわゆる総合的な人権の保障というものが基本にならねば

ならないと思います。いわば生活権と同時に文化を享受する権利をも保障すると

いう、そうしたおおらかな目標が打出されなければ、真の幅祉の法案たり得ない

と思うのであります。まことに残念なことには、本法案は職業能力を持っている

者に対 して、これを助長 し、その生活の自立化をはかるというところに、強く力

点が置かれておりますので、その点は私どもはあくまでも文化を享受する権利を

も保障するというところにまで、今後この法案を発展せしめなければなるまいと

考えておる次第であります。
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と述 べ、 同 じく前 出の伊藤議員 も第1条 と第2条 との関 係 につ い て

・これは身体障害者の幅趾を目的としながら、現状においては実際上、これらの

身体障害の人々に自活をさせることを目的としているような結果になっているの

でありますが、身体障害者は本来、社会保障制度などを確立いたしまして、 生活

は一応国家が保障 し、しかる後これらの人々が国家社会のために貢献することに

対 して、社会的な奉仕を與えるというふうにするのが当然

なの に、

1人 当り100円 ない し170円 という予算 しか出さないで、不幸な人々に対 してお説

教するような結果になっております。

と述 べ、 その問題性 を指摘 してい る。

以上 のような批判 や問題 の指摘が なされたが、結局 は 「現下 の社会情勢下、身

体障 害者 が その障害 の故 に、 やや もす れば正常な る更生意欲 を失 い、不健全 な

る生活 に陥 り易 いのでその更 生意 欲 を喚起 し、残 存能力 を活 用す ることに よ り

速や かに社会 に復帰 させ るための援 助 と保護 を行 お うとす る ものであ って、 こ

れ は単 な る同情 的慈恵 ではな く、又、当然 の補償若 しくは特 権 と して与 え る も

ので はな い」(「身 体 障 害 者 福 祉 法 の施 行 に関 す る件」昭和25年4月1日 厚 生 省

発 社 第28号)と い う趣 旨 に したが い 、49年 法 は更 生 法 た る性 格 を もって成 立 し

たので ある4)。

2)で は、 本 法 の 目的 とす る 「更 生 」 とは何なの であろ うか。

第2条 の文 言 か ら して、更 生 とは 「自 ら進ん でその障害を克服 し、すみやか に

社会経済 活動 に参與す ること」 で ある。 その ため に 「職業能 力が残 存 し職業 的

更生 の可能性 があ る身体 障害者J>」 に対 し、 「そ れ ぞ れ の能 力 損 傷 に対す る技術

補充6)」 の援 助 を行 い、 「一 定 の職 業 につ ける こと7)」 が 重 要 と され る。

こ の49年 法 に お け る更 生 にっ い て 、上 田 はrr人 権 の 回 復 』 とい う本 来 的 な

意 味 よ りは、む しろ技 術的 に狭め られた意 味で とらえ られ、実際 の運 用上 では、

…経済 的 自立8)」 を重 視 す る もの で あ り
、 その た め、法 自体 も 「福祉 を名乗 りな

が ら実は更生 を目的 とす る法であ り、その更生 は 『全人 間的復権』ではな く、『経

済 的 自立』 に綾小化 され9)」 た もの で 、 ま さに 「『福 祉 』 の ない 『更生』10)」と評
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して お り、 筆 者 も こ れ に 同 意 す る 。

本 法 で 用 い る更 生 は 、 黒 木 に よ れ ば ア メ リ カ のrehabilitationを 昭 和20年

代 初 頭 、 邦 訳 し た も の と さ れ る11)。 が し か し、 わ が 国 の 更 生 と ア メ リ カ の

rehabilitationと の 間 に は 、 そ の 解 釈 ・用 法 に お い て 違 い が あ る よ う に思 わ れ

るQ

当 時 、 ア メ リ カ で 、rehabilitationは い か な る定 義 を 与 え られ て い た の で あ

ろ うか 。1949年 に厚 生 省 ・日本 杜 会 事 業 專 門 学 校 共 同 主 催 に よ り東 京 で 開 催 さ

れ た 都 道 府 県 民 生 部 関 係 職 員 を 対 象 とす る 現 任 教 育 講 習 会 の 資 料12)に よ れ ば 、総

司 令 部 公 衆 衛 生 福 祉 局 更 生 お よ び 組 織 係 で あ っ たFerdinandMicklautzは 、

rehabilitationに つ い て 、"restorationofthehandicappedtothefullest

physical,mental,social,vocationalandeconomicusefullnessofwhich

theyarecapable13>"「thehandicappedl4)が 肉 体 的 に も 、 精 神 的 に も 、 社

会 的 に も 、 職 業 的 に も 、 経 済 的 的(マ マ)に も完 全 に 役 立 つ こ と が で き る 様 な

状 態 にthehandicappedを 復 帰 さ せ る こ と'5)」 と定 義 して い る 。

こ の よ う に 、 ア メ リカ のrehabilitationは 、thehandicappedが 本 来 有 す

る 、 職 業 的 ・経 済 的 の み な らず 、 広 く肉 体 的 ・精 神 的 ・社 会 的 な 有 用 性 を 完 全

に 回 復 さ せ る こ と を 意 味 す る も の と と らえ られ て お り、 さ き に み た 日本 の 「更

生 イ コ ー ル 職 業 的 自立 」 と い っ た 部 分 的 把 握 と は大 き く異 な る。

要 す る に 、 日本 に お い て は福 祉 を法 律 の 名 称 お よ び第1条 の 目的 に掲 げ な が ら、

実 際 の 運 用 上 は 更 生 を 強 調 し、 しか もそ の 更 生 は 、 ア メ リカ に お け る広 義 の リ

ハ ビ リテ ー シ ョ ンで は な く、 そ の 一 部 を 構 成 す る盤 リハ ビ リテ ー シ ョ ンの 意

味 で 用 い た の で あ る(下 線 、 筆 者)。

こ れ は 、49年 法 が 範 と した ア メ リ カ の1943年 職 業 リハ ビ リテ ー シ ョ ン法 第

10条 のvocationalrehabilitationの 定 義"anyservicesnecessaryto

renderadisabledindividualfittoengageinaremunerativeoccupation"

(障 害 者 を 有 償 の 職 業 に 従 事 す る に適 した 状 態 とす る た め に必 要 な サ ー ビ ス 、 筆

者 仮 訳)と ほ ぼ 同 義 に 、 更 生 が 解 釈 さ れ て い る こ と か らわ か る 。

した が っ て 、 ア メ リカ の 広i義 のrehabilitationと 日本 の 更 生 と で は 、 そ の 対

象 者 も異 な る。 ア メ リ カ のrehabilitationの 対 象 と な るthehandicappedは 、
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"tYiose
whobyreasonofaphysicalormentaldisabilityareprevented

fromrealizingthefullestphysical,mental,social,vocational,or

economicusefulnessofwhichtheyarecapable16)"「 肉 体 的 或 は 精 神

的 障 害17)の 理 由 に よ り 、 肉 体 的 、 精 神 的 、 社 会 的 、 職 業 的 、 経 済 的 に 完 全 に 役

立 ち 得 る に も拘 わ ら ず そ れ が 妨 げ ら れ て い る も の'8)」 を い う の で あ っ て 、 前 述 の

49年 法 の 更 生 の 対 象 で あ る 「職 業 能 力 が 残 存 し職 業 的 更 生 の 可 能 性 が あ る 身 体

障 害 者 」 の よ う に 、 き わ め て 特 定 の 者 に 限 定 す る も の で は な い 。

3)も っ と も、上 記 のrehabilitationと 更 生 との違 い や障 害 者 保護 施 策 の必要

性 に対 する認識 が、 日本 におい て皆無 だ った とい うわけではない。黒木 はrrリ

ハ ビ リテ ー シ ョ ン』 の本 義 で あ る身体 障害 者 の医学 的、心 理学 的及び社 会 的回

復 とい うことについて、医学的回復 にのみ考慮 が払 われ、 これ ら3部 門 の チ ーム

ワー クこそ最 も肝要 なはずなのに、最後 の2部 門 に十 分 な 予算 的措 置 す らと られ

なか った19)」と述 べ て お り、 この言 葉 か ら して当時 の行政官僚 の苦慮の程が伺わ

れ る。そ うで あ りなが らも、当時、 ほとん ど無策 の状 態 にあ った戦争 に よる遺

族 や未亡人、老 衰者、浮浪者等 とのバ ラ ンスを考慮 して、障害者 のみを保護施

策 の対象 とす ることはで きなか ったので ある20>。

4)1951年 に身 体 障 害 者 福 祉 法 は一 部 改 正 され、第4条 の身 体 障 害 者 の定 義

か ら 「職 業能力 の損傷」を削除す る旨の改正 がなされた21)。 しか し、だ か らとい っ

て 「本 法 の対 象 につ いて、何 等実質 的 な変更 を もた らす もので はな い。 な お例

え ば老衰 によ る障害 を有 す る者 で あ って更生 の可 能性の殆 どな い もの等 が本法

の 目的、主 旨等 か ら判断 して対象 た り得 ない ことは従前通 りで ある」(「身 体 障

害 者 福祉 法 の 一 部 を改 正 す る法律 の施行 に関す る件」昭和26年 ユ0月8日 厚 生 省

発 社 第89号)と され た よ うに、更 生 を め ぐる解 釈 の変更 は、この時点 において

も無 か ったので あ る。

(2)身 体 障害 者 の範 囲

1)本 法は 「わが国の法律で明確に障害者概念を規定 した」最初のものである22)。
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第4条 は 「この法律 において、r身 体障害者』とは、別表に掲げる身体上の障害

のため職業能力が損傷されている18歳 以上の者であって、都道府県知事か ら身

体障害者手帳の交付を受 けた ものをい う」 とし、別表 によって、視力障害 ・聴

力障害 ・言語機能障害 ・肢切断又は肢体不 自由 ・中枢神経機能障害の5種 を本法

における障害 と定めた。

2)さ て 、 こ の よ うに限 定 した の は なぜ で あろ うか。

法案 の逐条説 明23>に よれ ば 、当 時 、 ア メ リカで広 範 な障害規 定が設 け られ て

いた ことを知 りつつ 、 また 「理論 的に考察 すれ ば、事故先天 的後天的疾病 等す

べ てを含 め、又 その障害 の種類の如何 を問はず、能力損傷 のあ る ものす べ ての

年令の者 に拡 げるべ きであ ろう2匂 と しなが らも、判 定機 関 の能 力不足 、判定基

準設定 の困難性 、予算 の制約 が限定す るに至 った理 由 とされ る。

3)身 体 障害 者 福 祉 法 制定 推進 委 員 会 での障害の範囲 にかんす る議論をみる と、

盲 ・聾唖 ・四肢切 断 ・肢体機能障害 を含 め るこ とについて各委員 の意見 は共通

したが、精 神薄弱 ・中枢神経機能 障害 ・結 核等 につ いては意 見が分かれ た こと

が わかる(表2参 照)。 第一 に精神 薄 弱 に つ い て は 、青木 ・高木案 の ごと く対象

とすべきとの意見 も出 されたが、結論 としては 「判定の困難性等の理 由によ り25)」

対 象 に含 ま な か った。 第 二 に 中枢神経 機能障害 について は、対象導入 に賛成 す

る意 見は少数 であ ったが、「頭部損傷 、脊髄損傷等 によ り全身 的な機能損傷 を き

たす ものがあ り、従 來 とも特別な取扱 いがな され ていた26)」経緯 に鑑 み、 と くに

対 象 と され る ことに な った。第三 に結核 について は、導入 に賛成 す る意 見が多

数 であ ったか 、結 局 は、対象か らはずれ ることとな った27)。 な お 、⊥953(昭 和

28)年 か ら法 外 援 助 と して結 核 回 復 者 に対す るア フ ター ・ケアが実施 された。

こ うして最終 的 には、上記 の ものが障害 の範囲 とされ たの である28)。

4)こ の障 害 を限 定 列 挙 す る方式 は 、以 降長期 にわた って存続 され ることにな

り、結果 と して 「諸 関係諸 科学 の進歩 な り、背景 とな る社会状勢 の実情 にそ ぐ

わな いず れ29>」を生 ぜ しめ た の で あ る。
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表2障 害の範囲に関する各委員の意見

委員名

傷痩区分

盲
人
部
委
員

本

名

委

員

青

木

委

員

高

木

委

員

結
核
部
委
員

盲者 0 0 0 ○ 0

聾 唖者 0 0 0 0 O

四肢切断者 O 0 0 O U

肢体機能 障害者 U O 0 0 0

結 核 ・永 久 排 菌 者 O O O 0

精神薄 弱者 0 0

中枢神経(機 能)障 害者 O 0

そ の 他 命 令 で 定 め る も の 0

(資料出所:「 傷疲者の保護更生に関する法律案について推進委員会各委員より

提案あった事項1949.1.10」)

(3)国 家 責 任

1)身 体 障害 者 福 祉 法 と ほぼ 同 じ時 期 に制定 され た旧生活保護法(昭 和21年

9月9日 法律 第17号)、 児 童 福 祉 法(昭 和22年12月12日 法 律 第164号)、 新

生 活保 護 法(昭 和25年5月4日 法 律 第144号)や 、後 に制 定 され た精 神 薄 弱 者

福祉 法(昭 和35年3月31日 法 律 第37号)は 、それ ぞ れ 冒頭 で 国家 責 任 を うた っ

てい る。

旧生活保護法第1条 「この法 律 は、生 活 の保 護 を要 す る状態 にある者 の生

活 を、國 が差 別的又 は優先 的な取扱 をなす ことな く平 等 に保護 して、社

會の幅 阯 を増進 す る ことを 目的 とす る。」

児童福祉法第2条 「國 お よ び地 方 公共 團体 は、兜童 の保護者 とと もに、児

童 を心身 と もに健 やか に育成す る責 任 を負 う。」

新生活保護 法第1条(こ の法 律 の 目的)「 この法律 は 、 日本 国憲 法 第25條

に規 定 す る理 念 に基 き、 国 が生 活 に困窮 す るすべ ての国民 に対 し、 その
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困窮の程度に応 じ、必要 な保護を行い、その最低限度の生活を保障する

とともに、その 自立を助長す ることを 目的とす る。」

精神薄弱者福祉法第2条(国 及び地方公共団体の責務)「 国及び地方公共

団体は、精神薄弱者の福祉について国民の理解を深めるとともに、精神

薄弱者 に対す る更生の援助 と必要な保護の実施 につ とめなければならな

い。」

2)し か し、49年 身 体 障 害 者 福祉 法 第3条 は(差 別 的取 扱 の禁 止)「 国 、地 方

公 共 団 体 及 び 国 民 は 、身体 障害者 に対 して、その障害 のゆえ を もつ て不 当な差

別的取扱 を してはな らない30>」と定 めて い るが、本 法 には、上 の諸法律 のような、

身体障 害者 福祉実施 の責任主体 と して国 を位 置づ ける規定 はない。 なぜであ ろ

うか。

3)実 は 、既 に述 べ た よ うに身 体 障害 者福祉法 も、制定推進委 員会 における各

委員 や分科委員会案31)ま た1949年8月5日 の最 終 評 価案32)で は 、 この 旨が 明

記 され て い た。 と ころが シャウプ勧告33)(1949年9月15日)が 出 され た後 の 、

同年11月22日 案 で は 、福 祉 に関 す る国 ・地 方 公共 団体 の責務規定 が削除 され

て しま ったのであ る34)。 シ ャウプ勧告 は 「警 察 ・消 防 ・教育等 と並 んで不具者 の

世話 は地方 公共 団体 の重要 な固有事務 と して固有 の財源 に よって行 われ ること

が妥 当であ り、国の委任事務 と して国の干渉下 に行われ ることは好 ま しくない35)」

と し、 自治 庁 や大 蔵 省 が これ に同意36)し た の で あ る。 これ に伴 い 、地 方 財政平

衡交付金法(昭 和25年5月30日 法 律 第211号)が 制 定 され 、身 体 障害 者 更 生

相 談 所 の設 置や運営 の 費用、身体 障害 者福祉 司の費用、更生援護施設 の管理費

は、平 衡交付 金 によ って賄 われ ることにな った37>。

黒 木 は当 時 を振 り返 って 、「シ ャープは、身体 障害者 の保 障は国 の責 任でな く

て、市 町村 の責 任 でや るべ きだ。 だか らその財源 が市 町村税 によるべ きだ とい

うこ とを書 きま したか ら、せ っか く私 が立案 した 『国の責任』が落 とされて し

ま った。」 と述 べ、「国の責任 に していない ことが、 いまの身体障害者福祉法の

一 番の 欠点」 と してい る38)。
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4)た だ し、49年 法 が第27条 で(施 設 の設 置)「 国 は、身 体 障 害 者 更 生 援 護

施 設 を設置 しな ければな らない」 と定 め た ことは、特筆 に値 す るであ ろ う。 こ

れについて黒木 は、「第1条 と矛 盾 しなが ら も漸 く現 代化 の一線 を保 っ39)た と

評 して い る。

な お、 身体 障 害 者 福祉法 に国、地方 公共 団体及 び国民 の責務 規定 がおか れ る

のは、1967(昭 和42)年 の法 改 正40)を 待 たね ば な らな か った 。

5)以 上 の よ うに 国 の責 任規 定 が お か れなか ったに もかかわ らず、身体障害者

の援護事業 は都道府県知事 に対す る国の機 関委任事務 とされ た(昭 和27年 改 正

地 方 自治法148条 第2項 、 同法 別 表 第3〃D)。 これ を して 、古 川 は 「困窮 者 保 護

の最終 的な責 任 の所在 を国 とし、地方公共 団体の長 を実施機 関 とす る、い わゆ

る機 関委 任事務 の考 えかたを前 提」 と し 「国の責 任 を重視す る考 え かたを財政

面 に も反映」 す る旧生活保護 法 の方式 が 「身体 障害者福祉法 に もそのま ま踏襲

された」 と してい る42)。 この よ うに、49年 法 は第1条 の 目的 規 定 に 国 の責 任 を

明記 しない こ とに よってア メ リカの批判 を表面上か わ しなが ら、 内実 は生活保

護法 と同様の構成 を とった もの とみ られ る43)。

(4)ア メ リ カ 法 と の 関 連

本 法 の立案 に あ た って、当 時のア メ リカにおけ る障害者 関連法 、つ ま り 「職

業 リハ ビ リテー ション法 」「ワー グナー ・オデ イ法 」「ラ ン ドル フ ・シェパ ー ド

法 」 の三法が参考 とされ た。

ところで、黒 木 は、 これ ら以外 に、 当時連邦社会 庁で作成 されたが あ ま りに

も進歩 的であ るが ゆえ 「数年 の間 に国会へ提 出 され ることはおぼつか な」 か っ

た 「身体 障害者更生法案要綱」に強い影響 を受 けていた44)。 これ は 「身 体 障 害 者

の もつ ハ ンデ ィを国 ・地 方公共団体 の責任 と本 人の努力 によ って克服 し通 常人

の社会 的 レベル まで もって行 くこ と、す なわ ち リハ ビ リテー シ ョンの ことが規

定45)」 して あ った もの ら しい。 彼 は 「これ こそ私の求 めていた青 い鳥だ と思 い こ

み帰心 矢の如 き ものを覚 え」、「傷疲軍 人 と くに非職業軍人 に対す る国の責任 を

何等 かの方法 で条文化 したか ったの とア メ リカで さえ実現 で きない進歩 的社会
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福祉立法 を実現 して、敗戦 国民 と しての溜 飲 を下 げたい とい う個 人的願望 をひ

そか に もって」立案 したので あ ったのであ るが、実現 には至 らず 「実 に無 念や

るかたなか った」 と してい る46>。残 念 なが ら、 この法 案 要綱 は、 その所在 が確認

で きて いない。 そ こで、以下3つ の法 律 に つ い て み て お き た い。

1)職 業 リハ ビ リテ ー シ ョ ン法 は 、1920年 、 第 一一次 大 戦 に よ る 多 数 の 傷 疲 軍 人

に 対 応 す る た め に 制 定 さ れ た 。 そ の 後 、 こ の 法 律 は 数 度 修 正 さ れ るが 、 わ が 国

の49年 法 が 多 大 な 影 響 を受 け た の は 、1943年 修 正 法(VocationalRehabilitation

ActAmendmentsof1943,July6,1943,chl90,1,57Stat374)で あ

る 。 障 害 者 の 職 業 リハ ビ リテ ー シ ョ ン お よ び 一 般 雇 用 へ の 復 帰 の 促 進 を 目 的 と

す る。 正 式 名 称 は 、"AnActtQprovideforthepromotionofvocational

rehabilitationofpersonsdisabledinindustryorotherwiseand

theirreturntocivilemployment"で あ る 。

本 法 の 概 略 に つ い て は黒 木4?'に 譲 り、 こ こ で は 、 わ が 国 の 身 体 障 害 者 福 祉 法

と の 関 連 で 議 論 と な っ た 点 を 指 摘 す る に と ど め る。

1943年 職 業 リハ ビ リテ ー シ ョ ン法 第3条(a)(E)は 、 訓 練 期 間 中 の 図 書 や

訓 練 材 料 を 含 む 一 定 の 生 活 費 が 連 邦 政 府 の 基 金 か ら給 付 さ れ る こ と を 定 め て い

る。 木 下 に よ れ ば 、 わ が 国 の49年 法 も こ れ に な ら っ て 「法 の 規 定 に よ って 生 活

費 の 支給 を 行 う こ と が 強 く要 望 」 さ れ た も の の 「国 の 行 う公 的 扶 助 の 体 系 は 、無

差 別 平 等 に1つ の 法 体 系 で 行 わ れ る べ き 」 と して 実 現 しな か っ た の で あ る48)。

さ て 、 当 時 の 調 査 等 か ら身 体 障 害 者 の 生 活 困 窮 状 況 を み て み よ う。 た と え ば 、

東 京 都 民 生 局 調 査M19)に よ れ ば 、1952(昭 和27)年 の 身 体 障 害 者 世 帯(世 帯 員

中 で 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 を 受 け て い る者 の い る世 帯)の1人 あ た りの 実 収 入 は

1カ 月3,690円 で 、 全 世 帯 の そ れ(4,367円)の84.5%に あ た り、 こ の 限 りで

は 、 あ ま り差 は 無 い よ う に 思 わ れ る 。 だ が 、 身 体 障 害 者 単 身 世 帯 の 収 入 を 中 位

数 で み る と2,650円 で 、 被 保 護 単 身 世 帯 の2,256円 と 、 ほ ぼ 同 額 で あ る 。 ち な

み に 、 同 年 の 全 国 生 活 保 護 適 用 率 は 身 体 障 害 者 の 場 合 、15.6%で あ り、一 般 世

帯(2.5%)の6.24倍 に あ た る5。)。

当 時 そ して 今 もな お 、 障 害 者 の 所 得 保 障 と っ て 生 活 保 護 の 果 た す 役 割 は 大 き
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い51)Oし か し、生 活保 護 は障 害者 の み を対象 とする もの ではな く、あ くまで も生

活 困窮者一般 を対象 と した所 得保障制度 であ る。 わが国の49年 法 が 、 ア メ リカ

の職 業 リハ ビ リテ ー シ ョン法 の よ うに、障害 ゆえの支 出増加 または収入喪失 に

着 目 した所得保 障規定 を設 けていた とす れば、今 日の障害者 の所得 保障体系 は

異 な った もの とな ったで あろ う。

2)ワ ー グ ナ ー ・オ デ イ 法(Wagner-0'dayAct ,June25,1938,ch697,

52Statl196)は 、 「盲 人 製 作 品 購 買 委 員 会 の 制 定 及 び そ の 他 の 目的 の た め の 法

律52)」"AnActtocreateacommitteeonpurchasesofblind-made

products,andforotherpurposes"で あ り、1938年 に 制 定 さ れ た 。 視 覚

障 害 者 の 非 営 利 組 織 が 製 作 す る ほ う き や モ ッ プ を 、 連 邦 機 関 が 優 先 的 に 購 入 す

る こ と を 定 め る。

わ が 国 の49年 法 第25条 は 、

(製作 品 の購買)盲 人 その他 の身体 障害 者 で政 令 で定 め る ものの 援護 を 目的 とす

る公益 法人 で厚生大 臣の指定 す る もの は、その援護 す る身体 障害者 の製作 したほ

うき、 はたき、 ぞ うきん その他 政令 で定 め る物 品 につ いて 、国又 は地 方公共 団体

の行政 機 関 に対 し、購 買 を求 め るこ とが で きる。2国 又 は地 方公 共 団体 の行

政機 関 は、前項 の規 定 に よ り当該物品 の購買 を求 め られた場合 にお いて、適 当 と

認 め られ る価格 によ り、且 つ、 自 らの指定 す る期 限 内に購買 す るこ とがで きる と

きは、 自 らの用 に供 す る範 囲 にお いて、 その求 に応 じなけれ ばな らな い
。但 し、

前項 の公益 法人か らその必 要 とす る数 量 を購買 す ることが で きない ときは、 この

限 りでな い。3国 の行 政機 関が、前二項 の規定 によ り当該 物品 を購買 す るとき

は、第一項 の公益 法人 の受註 、納入等 を 円滑 な ら しめ るこ とを 目的 とす る公益 法

入で厚 生大 臣の指定 す る ものを通 じて行 うことがで き る。4第 一項 に規定 す

る政 令 を制 定す るに は、 あ らか じめ 中央身体 障害者幅 祉審議 会 の意 見 を聞か な け

れ ばな らない。

と規 定 す る 。

本 条 は ワ ー グ ナ ー ・オ デ イ法 に な ら っ て 「特 定 の 物 件 に つ い て 國 又 は 地 方 公

共 團 体 の 公 共 機 関 が こ れ を 購 入 す る と い う規 定 を 設 け 、 販 路 確 定 の 面 に お い て
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これ を支援 して行 くことが最 も適 当53)」 とい う考 え の もと に設 け られ た。

た だ し、盲人 に対象 を限定 した ワーグナー ・オデ イ法 と異 な り、わが国の身

体障害者福祉法 は、 それ以外 の身体 障害者 に も及ぶ。なお、 ワーグナー ・オ デ

イ法 も1971年 、対 象 を盲 人以 外 の重度 障害 者 の運営す る非営利組織 に拡大 した。

3)ラ ン ドル フ ・シ ェ パ ー ド法(Randolph-SheppardVendingStandAct,

June20,1936,ch638,49Stat1559)は 、 「盲 人 に 対 し連 邦 所 有 建 設 物 内 に

売 店 設 置 の 権 利 を 与 え 、 盲 人 の 経 済 活 動 の 機 会 を 拡 大 し 、 及 び そ の 他 の 目 的 の

た め の 法 律54)」"AnActtoauthorizetheoperationofstandsinFederal

buildingsbyblindpersons,toenlargetheeconomicopportunities

oftheblind,andotherpurposes"で あ り 、1936年 に 制 定 さ れ た 。

そ の 第1条 は 、

盲 人 に有 利 な る職 業 を 与 え 、 盲 人 の経 済 活 動 の 機 会 を拡 大 し、盲 人 の 自立 の た め

の 努 力 を刺 戟 す るた め に 、 この 法 律 の条 項 に従 って許 可 を得 た盲 人 は 、 あ らゆ る

連 邦 政 府 所 有 建 設物 内 に お い て 売 店 を 開 く権 利 を 附与 され る。 そ の 建 物 内 に お い

て は、 そ れ を維 持 管 理 す る部 局 又 は機 関 の 長 の指 示 に従 い 、盲 人 は 売 店 を適 法 に

営 む こ と が で き る55)。providingblindpersonswithremunerative

employment,enlargingtheeconomicopportunitiesoftheblind,and

stimulatingtheblindtogreatereffortsinstrivingtomakethemselves

self-supportingblindpersonslicensedundertheprovisionsofthisAct

shallbeauthorisedtooperatevendingstandsinanyFederalUuilding

where,inthediscretionoftheheadofthedepartmentoragencyin

chargeofthemaintenanceoftheUuilding,suchvendingstandsmay

beproperlyandsatisfactorilyoperatedbyblindpersons.

と 定 め る 。

… 方
、 わ が 国 の49年 法 第22条 は 、

(売 店 の設 置)国 又 は 地 方 公 共 団 体 の 設 置 した事 務 所 そ の他 の公 共 的 施 設 の 管 理

者 は、身 体 障 害 者 か らの 申請 が あ つ た と き は 、そ の公 共 的 施 設 内 に お い て 、新 聞 、

書 籍 、た ば こ、事 務 用 品 、食 料 品 そ の 他 の物 品 を販 売 す るた め に 、売 店 を 設 置 す る
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ことを許すように努めなければならない。2前 項 の規定 によ り公共 的施設内

に売店を設置することを許 したときは、当該施設の管理者は、その売店の運営に

ついて必要な規則を定めて、これを監督することができる。3第 一項の規定

によ り、売店を設置することを許された身体障害者は、病気その他正当な理由が

ある場合の外は、自らその業務に従事 しなければならない。

と定 め る。

本条 は、 ラ ン ドル フ ・シェパー ド法 にな らい 「多少共 有利 な場所 を 占め、比

較 的小 資本で且 つ危 瞼率 の少 ない本條 の よ うな費店等 を身 体障害者 の更 生 の場

と して提供す ることは極 あて必要 である56)」こ とか ら、設 け られ た もの で あ る。

さきの ワー グナー ・オデ イ法 と同様、 ラ ン ドル フ ・シェパ ー ド法 は対象 を盲人

に限定 してい るが、わが国の身体 障害者福祉法 は、身体 障害者一一般を対 象 と し

ている。 しか し、 ワー グナー ・オデイ法 が、売店開設 にかんす る盲 人 の権利 を

明記 しているの に対 して、わが国の身体障害者福 祉法 は、売店 設置 にか んす る

国の努力義務 を定 めるにす ぎない。

(5)施 策 の 一一貫 性

身 体 障 害 者 福 祉 法 は 、福祉三法 の うち児童福祉 法や生活保護法 にお くれて最

後 に成立 した。本法制定 時 においてはす でに、児童福祉法 によ って18歳 未 満 の

障 害 児 に対 す る援 護 ・保 護 ・指導 が、 また、生 活保護法 に よって生活 困窮 障害

者 に対す る保護 が行 われていたので ある。 したが って、障害 児を含 め た児童福

祉 施策 の一貫 性 が児童福祉法 によ り、 また、障害 者を含 めた生 活困窮 者救済施

策 の一貫性 が生活保護法 によ り、図 られていた ことにな る。

その ため、本法 は 「身体 障害者 福祉施 策の一貫性」の確 保をめ ざ しなが らも、

後発 の法 であ るが故 に、 また、厚生省 内部 や各省間 の力関係 も少 なか らず作用

した結果57)、 既 存 の法律 に よ る施 策 の一 貫 性 とい う 「壁」 に隔て られ、「身体 障

害者 福祉施策 の一 貫性」を実現 す ることがで きなか った58)。 この こ とは 、つ とに

指 摘 され る縦 割行政 の弊害 の一 因 とな った とい うことが で きよう。

そ して また本法 は、身体 障害者 の みを対象 と し、精神薄弱者 や精 神障害者 を

対 象か ら除外 した ことに よって、 その後 の障害 種別 によ る障害者福祉 立法形成
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の起点 と もな って お り、現在 問題 とされて いる 「障害者福祉 施策全体 の一貫性」

の視点か らいえば、 これを阻む 「壁」を築 いたとみ ることもで きるので ある。法

制定 か ら約50年 を経 た1997(平 成9)年!2月 、障 害者 関 係 三 審 議 会 合 同企画

分 科 会 中間報 告 「今 後の障害保健福祉施策 の在 り方 につ いて」 は、基本 的 な施

策 の方 向 と して 、障 害種 別 を超え た総合 的施策 の推進を掲 げてお り、 日本 障害

者協議会(JD)に よ る障害 者 総 合 福 祉 法 の構想59)は 、 それ を 目指 す ひ とつ の こ

こ ろみ で あ る。

(6)制 定 に よる変 化

本法制定 後 の状況 は、障害者 に とって決 して満足 でき る もので はなか ったよ

うであ る。

1950(昭 和25)年 度 予 算 で 、身 体 障 害 者 福祉 法 に関す る経 費 は約3億7千 万

円(平 衡 交 付 金 を含 む)で あ った が 、佐 野 に よれ ば 「純 然 た る経 常費は僅 か に

2億4千 万 円で 、最 少 限度 の必 要 額 の3分 の1に も満 た な い 状 態 」 で あ り、 「法

律 では明文を以 て義務 づ け られ てい る援護 の諸措 置 がほ とん ど実 施出來 ず、あ

るいは日本赤十字肚 その他の各種團体 の協力 によって辛 じてその体裁をつ くろっ

て過 ご したよ うな」予算不足の状態 にあ ったのである60)。 また 、 この財政 的 貧 困

に よ る施 策 の貧 困 に加 えて、平衡 交付金制度 の下で、予算 化 が困難 な 自治体 も

多 く、都道府県 間 に極端 なア ンバ ラ ンスが生 じた といわれ る。

当時、本法 に該 当す る障害者が全国で約60万 人 と推 定 され て い た61)に もか か

わ らず 、法 施 行 後1年 間 に手 帳 交 付 を受 けた者 が約12万 人 にす ぎな か った主 な

原 因 は、 この予算不 足 であ ると考 え られ る。 また、法 の普 及徹 底 が十分 はか ら

れず、職員整備 も不 卜分 であ った。 〕ワ定で は807人 必 要 と され た身 体 障害 者 福

祉 司が1951(昭 和26)年3月31日 現 在353人 しか確 保 で きず(予 定 数 の43.7

%)、 中 に は1人 も確 保 で き なか った 自治体 が].5府 県(宮 城 ・福 島 ・山梨 ・愛知 ・

三 重 ・山 口 ・香川 ・京都 ・大阪 ・鳥取 ・島根 ・広 島 ・熊本 ・大分 ・宮崎)に も

上 ったの で あ るs2>。「身 膿 障害 者 輻 阯 行政 の 中櫃 機 關」た る身体障害者福祉 司の

整備不足 と不均衡 は、「登足早 々のわが國 の身膿 障害者幅阯行政 を殆 ど半身不随

の状態 に陥れ た」 とまでいわれ る状 況 にあ った63)。
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表3身 体障害者手帳交付件数

1950(昭 和25)年 度

1951(昭 和26)年 度

1952(昭 和27)年 度

119,083

76,675

93,307

資料 出所:1950年 度 一厚生 省大 臣官房統 計調査部[1951]「 統計 か らみた社会 福祉 行政 の

概況 」

1951年 度 一厚生省大 臣官房統計 調査部[1953]「 社会 福祉統計 年報 昭和26年 」

1952年 度 一一厚生省大 臣官房統 計調査部[1954][1955]「 社 会福祉統 計年報

昭和27・28年 」か ら算 出

表4身 体 障害者更生援 護施設数1951.12末 現 在

施 設の種類 総数 公立 私 立

総 数 76 56 20

し体 不 自 由 者 更 生 施 設 18 !8 一

失 明 者 更 生 施 設 1 1 一

身 体 障 害者 収容 授 産 施設 21 18 3

補 装 具 製 作 施 設 30 75 15

点 字 図 書 館 3 3 一

点 字 出 版 施 設 3 1 2

資料出所:厚 生省大臣官房統計調査部[1953]「 社会福祉統計年報 昭和26年 」

さい ご に

以上 、事 実 のながれ に即 して身体障 害者 福祉法 の制 定経過 をみて きた。 これ

によ り先 行研 究 で は必ず しも解 明 されなか ったい くば くかを 明 らか にす る こと

がで きた。 しか し、立法制度 が現実 に いか に機能 したのかを 、実態 に踏 み込 ん

で詳細 に検討 できたか否か にっいて は甚 だ心許 ない。今後の研 究課題 と したい。

注

1)身 体障害者 更生援護施設 と して、①身体障害者更生指導施設、②中途失明者更生施設、

③身体障害者収容授産施設、④義肢要具製作施設、⑤点字図書館、⑥点字出版施設の6
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種 が規定 され た(同 第29～34条)。 当時、厚生省社 会局 更生課課 長補佐 であ った佐野利

三郎 は、法 の 目的 が限定 されていた ため 「今の療護施 設 なんか は考 えず、生活保 護法 の

救 護施設 で いいん だ」(佐 野 ・實本 ・仲村[1989.10]p.25)と された と述べ てい る。

2)松 本[!951-a]p.22。

3)厚 生省社会 局更生課[1960]p.17。

4)身 体 障害者 福祉法 の 目的規 定 は、 その後次 のよ うに改正 され た。

1967年 改 正 法 第1条 「この法律 は、身体 障害 者 の更 生 を援助 し、 その更生 のため に必

要 な保護 を行 い、もつ て身体 障害者 の生 活の安定 に寄与す る等 その福祉 の増進 を図 る こ

とを 目的 とす る。」→1990年 改正 法 第1条 「この法律 は、,身体 障害 者 の 自立 と社会 経

済 活動 へ の参 加 を促 進す るため、身 体障害者 を援 助 し、及 び必要 に応 じて保護 し、 もつ

て身体 障害者 の福祉 の増進 を図 る ことを 目的 とす る。」

5)厚 生省肚 会局 更生課[1951]p.10。

6)松 本[1951-a]p.32。

7)厚 生省肚 会局 更生課[1951]p.169。

8)上 田[!973]p.181。

9)同 上p.182。

10)同 上p.!82。

11)黒 木[⊥955]p.4。 「わが国でrリ ハ ビ リテー シ ョン』 とい うことばを教 え られ たの はた

しか昭和22年 で あ った。 それを 『更生』 と翻 訳 したので ある。」

12)厚 生省 ・日本肚 会事 業專 門学校 共 同主催現 任教育講 習会 資料[1.949]r現 代杜 會事 業 の基

礎』

13)同 上p.152。

14)同 資料 は、thehandicappedを 「身体障害者」 と訳 して いるが、後述 の理 由か ら して これ

は訳 りであ る。 したが って、 ここで はthehandicappedを 邦訳 せず その まま表記 した。

15)同 資料p.207。

16)同 上p.154。

17)同 資料 は、disabilityを 「不具」 と訳 してい るが、本稿 で は これを 「障害 」 と した。

18)同 上p.207。

19)黒 木[1955]p。5。
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20)「 身 体障害者 福祉法案逐 条説 明1949.11」p.2。

21)1949年 法 第4条 「この法律 において、r身 体障害者』 とは、別表 に掲 げ る身体 上の障害

の ため職業 能 力が損傷 されて い る18歳 以上 の者 であつ て、都道 府県知事 か ら身体 障害

者 手帳 の交 付 を受 けた ものを い う。」→1951年 改 正 法 第4条 「この法律 にお いてr身

体 障害者』とは、別表 に掲 げ る身体上 の障害 があ る18歳 以上 の者 で あつ て、都道 府県知

事 か ら身体 障害者手 帳 の交付 を受 けた ものをい う。」

22)笛 木[1981]p.144。

23)「 身体 障害者 福祉 法案逐 条説 明」pp.4-5。 松本[1951-a]p.23、 今村[].950]p。201も 同

旨。

24)「 身体 障害者福祉 法案逐条説 明」p.4。

25)厚 生省社会局 更生課[1960]p.10。

26)松 本[1951-a]p.97。

27)結 核患者 を身 体障害 者福祉法 の身体 障害 者 とす るのか 、 また、彼 らに対 す るア フター ・

ケ アを どうす るの か等 につ いて は、1949年11月28日 の衆議 院厚生委員 会 で質疑 が行 わ

れて いる(r第6回 国会 衆議院 厚生委員会 議録第9号 』p.3～)。

28)対 象規定 の成立 およ びその展 開 について は、佐藤久 夫[1983]参 照 。

29)松 本[1973]p.10。

30)も っとも、ア メ リカです ら障害者差 別禁止 法が成立 して いなか った当時、わが国 で、罰

則 の無 い倫 理的規 定で あ るとはいえ、包 括的障害 者差別禁止規 定 で あ る本 条が設 け られ

て いた ことについて は、一定 の積極 的意義 を見いだす ことがで き よ う。 田中 も 「… ア メ

リカ障害者 法 が、各 分野 にお ける差別 を禁止 す るとい う一貫 したモ チー フで作 られて い

る ことを想 起す ると、仮 に第3条 が最初 の ままの形 で国際障害者 年 の時 まで残 って いた

と した ら、 また異 な った評価 を受 けたの ではな いか と思 われ る」(田 中[1997.5]p.70)

と して いる。

3D矢 嶋[1997]pp.57-59。

32)同 上p.s1。

33)同 勧 告附録A-Br強 力 な る地方 團禮 の必 要」に、「地方 團艦 の事 務 は特 に國民 と密接 な

ものが ある。 これ らの行政 事務 の うちには、教育 、病 院、疾病 の豫 防、衛生施 設 、救 濟 、

母 子厚 生 、警 察 、消 防 、街 路 、 レク リエ イ シ ョン、住 宅及 び不 具 者 の世 話(careof
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defectivepersons)と い った よ うな重大 な行政 及 び施設 が含 まれて いる」(日 本税 理士

連合会 出版局[1979]p,166)と あ る。 なお 同勧告 第5章 「所得税 一その他 の問題」では、

障害者 控除 につ いて述 べて いる。

34)矢 嶋[1997]p.62

35)黒 木[1958]p.371。

36)黒 木[1955]p.5Q

37)松 本[1951-a]p.75。

38)鈴 木 ・黒 木[1966]p.12。

39)黒 木[1958」p.374。

40)1967年 法(昭 和42年 法律 第113号)第3条(国 、地方公共 団体及 び国民 の責務)「 国

及 び地 方 公共 団体 は、身体 障害 者 に対 す る更 生 の援 助 と更 生 のため に必 要 な保 護 の実

施 に努 めな ければな らない。2国 民 は、身体 障害者 が その障害 を克服 し、社会経済 活動

に参与 しよ うとす る努力 に対 し、 協力す るよ うに努 めな けれ ばな らな い。」

41)地 方 自治法第148条 第2項 「前項 の規定 によ り都 道府県知事 の権 限に属す る国、他 の地

方公共 団体、その他 公共 団体 の事 務 の中で法律又 はこれ に基 く政令 の定め ると ころに よ

り都 道 府県知事 が管 理 し及 び執 行 しな けれ ばな らない もの は、この法律 又 はこれ に基 く

政 令 に規定 ある ものの外、別表 第三 の通 りであ る。

別表 第 二.〔 一.都道 府県知事 が管理 し、及 び執行 しなければな らない事務](45)「 身体 障

害者 福祉法 の定め る ところによ り、身体 障害 者 手帳 の交付 に関す る事務 を行 い、身体障

害者 の 診査 及 び更生 相談 を行 つて必要 な措 置をqじ 、補装具 等 を交 付 し、又 は修 理 し、

並 びに売店設 置の 可能 な場所 等 を調 査 して これ を身体 障害者 に知 らせ、市 町村 の設 置す

る更生援 護施設 及 び これ に附置す る養 成施設 の設 置の認 可に関 す る事 務 を行 い、並 びに

市 町村長 の した処 分 についての訴願 を裁 決 す るこ と」

42)古 月1[1987]p.67。

43)松 本 は 「身体 障害者 の更生 は國及 び地方公共 團体 の共 同の責任 と し、その更生 を援護 す

る根 本法 を設 定 し、強力 な施 策 を行 つ て、身 体障 害者 の幸幅 を図 ろ うとす るのが この法

律 の 目的」(松 本[1951-a]p.32)と してい る し、国会 での法案提 案の際 に も 「国及 び地

方公共 団体 がみずか らの義務 と して、身体 障害者 の ために各 種の指導 、援護、保護 を行

つ て、1日 も早 くこれ らの人 々を … 明 るい社会 活動 の世界 に送 り出す こ とを 目的 とす
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る」(第6回 国会参議 院厚生 委員会議事録 第6号,p.1)と 説 明 されて い る。

44)黒 木[1964]p.4。

45)同 上 、p.5。

46)同 上 。

47)黒 木[1952]。

48)木 下[1985]p.55。

49)東 京都 民生局[1953]。

50)厚 生省 ・全 國肚会福 祉協議会 連合会[1952]p.10、pp.33-34。

51)1997(平 成9)年 現在 、被保 護世帯全体 の うち傷病 ・障害者世帯 が42.0%を 占め る(厚

生統 計協会[1998])。

52)黒 木[1958]p.129の 訳 によ る。

53)松 本[1951-a]p.63。

54)黒 木[1958]p.130の 訳 によ る。

55)同 上。

56)松 本[195!-a]p.58。

57)前 述 の1949年ll月25日 厚生委 員会合 同審査会 での黒木答弁 か らそれが わか る。

58)① 児童 福祉 との関係

す で に制 定 されて いた児 童福 祉法 が18歳 未満 の障害 児 を対 象 と してい たため、 これ

との調整 を はか って、本法 は!8歳 以上 の者 を対 象 と した(第4条)。 年齢 の上 限を設定

せ よ との意 見 もあ ったが、実現 しなか った。 また、18歳 未 満 のいわゆ る障害 児 にかん し

て も、高木憲次 によ って 「身体 障害 者 の福祉 を図 るため には、おかあ さんの お腹 の中 に

い る時か ら、生 まれ た後 は もちろん死 ぬ まで を一貫 した施策 が必要 で ある」(日 本肢 体

不 自由児協 会[1967]p.430)と して、障害 児 も本 法の対 象 に とり入 れ るべ きであ る旨の

主 張 がな され た。 しか し、 児童 福祉法 か ら 「身体 障害 児関係 を抜 くことは、児童 の総 合

的福祉立 法 と しての児童福祉 法 を分解 させ、ひいて は、その 当時一部 の政 治家 な どの間

に あ った厚 生省児童 局解体論 に さえ発展 しかねな い情勢 にあ った」(同)た め に、実現 し

なか ったの であ る。

② 生活保護 との関係

生 活 に困窮す る障害者 につ いては、従来 どお り生 活保護法 に基づ き生計 費が支給 され
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る。 これ は 「國の行 う公 的扶助 の体系 は、無差 別平等 に1つ の法体系 で行 わるべ きであ

り、対 象 によ って分裂せ しめ らるべ きで ない」(松 本[195!-a]p.24、 木 下[1985]p.

55も 同 旨)と の考 え によ る。

③職業 ・医療 との関係

本法 によ って、従来 の職業補 導行政 や医療行 政 に変革 はな されず 、 「協力 関係 を密 接

な らしめ る」 こ と(表1④)と され るに とどま った。 と くに、当時職業安 定法 に基 づ き

運営 され て いた身体 障害者公共 職業補導所 につ いては、対 象 とな る身体 障害者 の特徴か

らして、再 医療 ・日常生 活上 の指導等 の配慮 が必 要で あ り、身体 障害者 福祉法上 に規定

すべ きであ る との意 見 が強 く主張 され たが、労働省 の反対 があ り実現 しなか った(労 働

省[1949.1.14])。 その結 果、か つて軍事 保護 院 にお いて傷撰 軍人 を対 象 に、医療 ・訓練 ・

生活援護 ・職業補導 が行 われ ていた状 況 よ りも、施策 の一貫 性とい う点で は、む しろ後

退 した といえ よ う。

59)日 本 障害者協 議会[1997]参 照 。障害種類別 に分 立 した現 行法制 度が生 み出す諸 問題 一

① 自立 と社会 参加 を共通 目的 とす る今 日の国民 の要求 、時代 の要 請 に対応 しに くい、②

福 祉 サー ビス の地方 分権 化 、施 設福祉 か ら地 域福祉へ の重点 の変 化 に対応 しに くい、③

普 遍化 と拡 大 の要求 に応 じに くい 一を解 決す るため に、障害者 関連 三法(身 体 障害者 福

祉 法 ・精神 薄弱者 福祉 法 ・精 神障害者保健 福祉法)を 一 元化 しよ うとす る もので ある。

60)佐 野[1951]p.28。

61)矢 嶋[1997]p.45資 料[3]。

62)佐 野[1951]p.30。

63)松 本[1951-b]p.]23。
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